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基本目標２ 将来を担う子どもが育つ教育力のあるまち 6 
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は主要な重点施策 
※所属課欄の括弧書きは機構改革後の所属課名です。 
※資料中の予算額・事業費は平成26年度における予算額・事業費であり事業完了までにかかる総事業費ではありません。 

 

重点 



基本政策 基本施策 番号 区分 事業名 事業概要 所属課 予算額           

市民のまちづくり
への参画を促す環
境をつくります 

広報・広聴
活動の充実 

1 継続 
広報紙発行事業 
（市民特派員の派遣） 

市民の中から門真市広報市民特派員を募
集し、特派員となった市民に地域の行事
や話題等を提供していただき、広報紙等
で地域情報を発信する。 
２４年度、２５年度は４人の方々に活動
していただいている。 

秘書 
広報課 

4万1千円 

自治活動の
活性化 

2 新規 （仮称）地域協働センター整備事業 

市民が主体的かつ積極的に協働によるま
ちづくりへ参加・参画する環境を整備す
るため、中学校区単位で地域の課題解決
に向けた、協働による取り組みを促進す
る拠点となる（仮称）地域協働センター
の整備を図る。 
２６年度は、センターの構想を確立する
ため、調査研究を行う。 

公民 
協働課 

1万4千円  

3 新規 コミュニティビジネス推進事業 

市民が主役となり、地域の課題解決及び
地域コミュニティの活性化を図ることを
目的に、地域においてコミュニティビジ
ネスの理解を深め、担い手となる人材の
発掘・育成を促進することで市内におけ
るコミュニティビジネスの展開に向けた
支援の検討を行う。 

公民 
協働課 

11万1千円  

4 新規 自治基本条例推進事業 

門真市自治基本条例第１６条に規定する、
中学校区単位を原則とした、地域の課題
解決に向け、協働推進に取り組む組織で
ある「地域会議」への財政支援等を行う。 

公民 
協働課 

1,025万5千円  
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重点 

重点 



基本政策 基本施策 番号 区分 事業名 事業概要 所属課 予算額           

市民のまち
づくりへの
参画を促す
環境をつく
ります 

市民公益活
動の促進 

5 継続 
人・まち・元気事業 
（市民講座・市民大学・協働のまち
づくり人材バンク） 

協働によるまちづくりを推進するため、市
民の市政やまちづくりへの関心を高め、協
働の意識を醸成することを目的に、職員が
講師として講義を行う出前講座、テーマご
とに短期集中型で学ぶ市民講座、専門的な
知識を得ることができる市民大学を実施す
るとともに、市民大学の修了生や地域活動
に関心のある市民等を協働の担い手として
「協働のまちづくり人材バンク」に登録す
る。 

公民 
協働課 

168万9千円 

6 継続 市民公益活動事業補助事業 

ＮＰＯ法人等市民公益活動団体が、自主
的・自発的に行う公益性の高い事業に対し
て、５０万円を限度に補助金を交付する。 
市の行政ニーズに応じたテーマ設定型補助
金と、市では実施していない新たなサービ
ス等のかどま未来創造型（自由テーマ型）
補助金の２種類で公募する。 

地域 
活動課 

414万2千円 

7 継続 地域通貨発行運営交付金事業 

地域通貨発行運営事業及び地域通貨を活用
したボランティア活動推進事業を実施する
特定非営利活動法人(公益活動団体）に交付
金を交付する。 

地域 
活動課 

544万8千円 

市民に信頼
され、協働
まちづくり
を先導する
市役所をつ
くります 
 

計画的な執
行管理 
 

8 新規 
第５次総合計画進行管理事業     
（総合計画の改訂） 

社会情勢等の変化に的確に対応し、本市を
取り巻く実情に即した行政運営を進めるた
めに、２１年度に策定した「門真市第５次
総合計画」の中間見直しとして、改訂作業
を実施する。 

企画課 795万5千円 

9 新規 幸福度指標策定事業 

人やまちの心の豊かさ（幸福度）を向上さ
せていくためのツールである幸福度指標の
策定を行い、毎年度、指標の進捗状況を公
表していく。 

企画課 1,013万8千円 
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重点 
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☆協働センターの位置付け☆ 
 中学校区において地域会議の拠点施設を整備、地域会議等に指定
管理委託することで、地域活動の担い手づくり等、公民協働の推進、
コミュニティビジネスへの発展を展望し、地域の活性化を図るもの。 
☆施設の概要（想定）☆ 
 管理室（常駐３人程度の指定管理スペース） 
 会議室、事務スペース、15人程度の会議運営スペース 
 多目的ホール（60名定員程度）多目的室、調理食事場、 
 トイレ、シャワー室 防災倉庫等のスペース、駐車場、 
 駐輪場、その他 
 ※施設の詳細は、地域会議の意見を踏まえて確定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

意思決定機関は、自治会や各

種団体の方はもちろん、地域に

関わる様々な方が参加すること

で、たくさんの意見を取り入れ

ることができます！ 

総会・理事会 
地域会議の意思決定機関とし

て、組織の中核を担います。 

意思決定機関 

【取組み事業例】 

・地域会議ニュース発行、ホームページ運営事業 

地域会議の活動内容等を紹介、また地域の話題や市政の情報等を伝達

するために、コミュニティ紙の発行やホームページを開設します。 

【取組み事業例】 
・地域防災マップ作成事業 

地域の避難経路や避難所の調査等を行い、地域ごとのオリジナルの防

災マップを作成します。 

実 施 機 関 

子育て・教育部会 

【取組み事業例】 
・校区ゴミゼロ運動、花いっぱい運動 

地域の住民が交代で、月に１回程度、校区の一斉清掃等を行なったり、

季節の花等を植えることで、美しい地域づくりを目指します。 

 

安全安心・ 

まちづくり部会 

総務・広報部会 

 

環境・産業振興 

部会 

健康・福祉部会 

【取組み事業例】 
・子育てサロン運営事業、寺子屋事業 

地域の子育て経験者等の力を借り、絵本の読み聞かせを行ったり、交流

や相談、学習の場として、子育てや学習、教育を支援します。 

 

 

【取組み事業例】 

・地域コミュニティ事業 

校区まつり、体育祭等の既存の取組みについて、拡充したり、新たな

取組み手法を検討するため、地域で話し合い、実施していきます。 

【取組み事業例】 

・地域リーダー養成事業 

これからの地域活動の担い手となる大学生や高校生などを中心に、若

者ならではのアイディアで、地域活性化に繋がる取組みを企画し、実

施します。 

【取組み事業例】 

・各種スポーツ地域大会 

健康とコミュニケーション向上を目指し、子どものドッジボール大会、

高齢者のグラウンドゴルフ等、幅広い住民が参加できるスポーツ大会

を実施します。 

【取組み事業例】 

・地域交流サロン事業、高齢者見守り事業 

高齢者や障がいのある人などを対象に、交流会を開催し、地域におけ

る人間関係の広がりを図るとともに、安心して暮らせる地域づくりを

目指します。 

青年部会 

文化・スポーツ部会 

○○中学校区地域会議組織図（イメージ図） 

 

地域コミュニティ 

部会 

【事業概要】                      （該当ページ：２ページ 番号：2・４ 所属課：公民協働課） 
（自治基本条例推進事業） 
門真市自治基本条例第16条に規定する、中学校区単位を原則とした、地域の課題解決に向け、協働推進に取り組む組織である
「地域会議」への財政支援等を行う。  
（（仮称）地域協働センター整備事業） 
市民が主体的かつ積極的に協働によるまちづくりへ参加・参画する環境を整備するため、中学校区単位で地域の課題解決に向け
た、協働による取り組みを促進する拠点となる（仮称）地域協働センターの整備を図る。26年度は、センターの構想を確立する
ため、調査研究を行う。 

事業費 
1,025万5千円 
【自治基本条例推進事業】 

  1万4千円 
【（仮称）地域協働センター整備事業】  

地域会議イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
市役所からの支援 

財源(補助金等)と地域担当の職員を確

保し、協働していきます。 

老人クラブ 

青少年指導員 
子ども会 

ボランティア 

ＮＰＯ 
  

自治会等 

その他各種団体 

事業所等 

ＰＴＡ 

文化・スポーツ団体等 

地域会議は、これまで繋がりの少

なかった各種団体同士をつなぐと

ともに、各種団体と新たに地域活動

に取組みたい人をつなぐ場として

も活用できます。 

○○中学校区地域会議 

総会・理事会（合議機関） 

理事長、副理事長、理事、

事務局長、事務局次長、会

計、監査等 

各部会（実施機関） 
・総務・広報部会 

・子育て・教育部会 

・安全安心・まちづくり部会 

・文化・スポーツ部会 

・健康・福祉部会 

・環境・産業振興部会 

・地域コミュニティ部会 

・青年部会 

住民 

消防団 

保護司 

社会福祉協議会 スポーツ推進委員 

シルバー人材センター 

民生委員・児童委員 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校支援地域本部 

 

※実際の組織等はイメージと異なる場合があります。 4 

公民協働 



【事業概要】 （該当ページ：３ページ 番号：９ 所属課：企画課） 

人やまちの心の豊かさ（幸福度）を向上させていくため
のツールである幸福度指標の策定を行い、毎年度、指標
の進捗状況を公表していく。 

事業費  
1,013万8千円  

※写真は平成23年度から平成25年度最新号までの広報かどまより抜粋。 5 

幸福度 



基本政策 基本施策 番号 区分 事業名 事業概要 所属課 予算額 

安心して産
み、育てる
ことができ
る子育て支
援のまちを
つくります 

子育て支援
環境の充実 

1 新規 
放課後児童クラブ運営事業 
（放課後児童クラブ待機児童対策事
業） 

四宮・速見小学校の放課後児童クラブに
おける待機児童を解消するため、夏期休
暇中（７月下旬～８月下旬）の学校施設
を利活用し、両校それぞれ４０人定員の
クラブ室を設置する。 

子ども課 
（子育て支援課） 

285万9千円 

2 新規 待機児童解消加速化事業 

国の待機児童解消加速化プランを活用し、
私立幼稚園２園における長時間預かり保
育のための支援や認可保育所移行調査を
実施することで、潜在ニーズも含めた待
機児童の解消を強力に進める。 

子ども課 
（保育幼稚園課） 

3,765万6千円 

3 継続 病児保育事業 

保育所等に預けることが困難な病気の児
童を、病院等に併設された施設で病児保
育事業を実施する市内の小児科医院に対
して補助を行う。 

子ども課 
（保育幼稚園課） 

1,248万円 

4 拡充 認可外保育施設利用者補助事業 

保育所の補完的な役割を果たしている認
可外保育施設を利用する保護者の負担を
軽減するため、利用料補助金を交付する。 
補助率等：認可施設と認可外施設との差
額（全額）を認可外施設運営者に交付並
びに多子減免制度を実施（２５年度：補
助率１/２、多子減免制度適用なし） 

子ども課 
（保育幼稚園課） 

1,533万円 

母子保健の
充実 

5 拡充 妊婦健康診査公費負担事業 

母と子の健康管理の充実及び経済的負担
の軽減を図るため、妊婦健康診査受診費
用の一部を助成する。 
２６年度より、最大１０万円の補助に拡
充する。（２５年度：６２，２９０円） 

健康 
増進課 

9,181万7千円 

みんなで支
える子育て
環境づくり 

6 継続 キッズ・カーニバル事業 

親子がともに楽しみ、親同士や親と子育
て支援関係者との交流及び連携を図るた
めに、子育て世帯を対象とした全市規模
のイベントを実行委員会で企画運営し、
公民協働により実施する。 

子ども課 
（子育て支援課） 

321万8千円 

6 

重点 

重点 

重点 



基本政策 基本施策 番号 区分 事業名 事業概要 所属課 予算額 

心豊かでた
くましい子
どもを育む
まちをつく
ります 

子どもの教
育環境の充
実 

7 新規 門真市教育振興基本計画策定事業 

教育基本法第１７条第２項の規定を受けて、本
市の教育の中長期的な目標や基本的な方向性を
明らかにするとともに、年度ごとの教育方針を
定める際の指針となるものとして策定する。 
２６年度は調査研究を行い、２７～２８年度の
２か年での策定を目指す。 

教育 
総務課 

0千円 

8 継続 
公立幼稚園運営事業 
（公立幼稚園通園対策） 

通園バス１台を配置し、バスの運行業務等
について業者に委託する。 
バス停留所については、浜町幼稚園及び北
巣本幼稚園の周辺地域とする。 

教育 
総務課 

（保育幼稚園課） 

534万2千円 

9 新規 
公立幼稚園運営事業 
（時間外教育） 

月曜日から金曜日の通常の教育時間終了後、幼
稚園の施設を活用し、時間外教育を行う。 
（月・火・木・金曜日：午後２時から午後５時まで） 
（水曜日：午前１１時３０分から午後５時まで） 

また、幼稚園の再構築（４園→２園）に伴い、
通園対策として通園バス１台を運行する。 

学校 
教育課 

（保育幼稚園課） 

209万4千円 

10 継続 子ども悩み相談サポート事業 

いじめ、不登校・暴力行為等の課題解決を
図るため、教育センターに子ども悩み相談
サポートチーム（カウンセラー、スクール
ソーシャルワーカー、校長ＯＢ等）を配置
し、相談やケース会議を実施する。 

学校 
教育課 

646万6千円 

11 継続 
家庭教育支援（つながるハート）事
業 

家庭教育支援相談員を教育委員会に配置し、
青少年やその保護者等からの相談に応じる
とともに、ひきこもり傾向等、孤立しがち
な家庭に対しては相談員が訪問し、その家
庭を支援する。 

地域教育 
文化課 

（生涯学習課） 

251万6千円 

児童・生徒
の確かな学
力の育成 

12 拡充 学力調査推進事業 
２６年度より、小学校５年生では国語・算
数に加えて理科を実施する。 

学校 
教育課 

300万5千円 

13 新規 
きめ細かな指導を実現する３５人学
級事業 

２６年度より小学校５・６年生、中学校１年
の全学級を３５人以下の少人数学級編成とし、
子どもたち一人ひとりにきめ細やかな指導を
実現するために、市独自で教員を任用して該
当校に配置する。 

学校 
教育課 

8,305万5千円 

14 拡充 学校図書館司書配置事業 

専任の学校司書を、概ね２校に１人配置し、
図書の貸出・返却、簡易レファレンス、読み
聞かせ（小学校）、蔵書点検などを学校の司
書教諭及び図書担当者と連携して行う。 
２５年度は２人を配置しており、２６年度は
１人増員し、３人を配置する。 

学校 
教育課 

289万9千円 
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重点 

重点 

重点 

重点 



基本政策 基本施策 番号 区分 事業名 事業概要 所属課 予算額 

心豊かでた
くましい子
どもを育む
まちをつく
ります 

創造性や社
会性を育む
学校教育の
推進 

15 継続 
豊かな人間性をはぐくむ取組推
進事業 

中学校区を単位として、学校・家庭・地域が
一体となり道徳教育の研修会等や子ども達へ
思いやりや規範意識を育む活動の充実に向け
た取り組みを行う。（２６年度は４つの中学
校区で実施し、２７年度で全校実施を行
う。） 

学校 
教育課 

80万円 

学校施設の
充実 

16 新規 
幼稚園施設整備事業 
（幼稚園耐震化） 

職員及び園児の安全、安心のため、市立大和
田幼稚園の耐震診断を行う。 

教育 
総務課 

（保育幼稚園課） 

217万1千円 

17 継続 
小学校施設整備事業 
（小学校大規模改造事業） 

２６年度より、五月田小学校・沖小学校を３
か年計画で実施する。１年目で全体計画と一
期工事の実施設計をし、２年目で一期工事と
二期工事の実施設計、３年目で二期工事を行
う。 

教育 
総務課 

2,885万6千円 

18 継続 
中学校施設整備事業 
（中学校大規模改造事業） 

２５年度より第五中学校を３か年計画で実施
しており、１年目では全体計画と一期工事の
実施設計をした。 
２年目では、一期工事と二期工事の実施設計
を行い、３年目で二期工事を行う。 

教育 
総務課 

7,158万5千円 

8 



【事業概要】（該当ページ：６ページ 番号：５ 所属課：健康増進課） 

母と子の健康管理の充実及び経済的負担の軽減を図る 
ため、妊婦健康診査受診費用の一部を助成する。 
26年度より、最大10万円の補助に拡充する。 
 （25年度：62,290円） 

キーワード施策 
女性 

事業費  
9,181万7千円  

※写真はイメージであり、特定の幼児を掲載しているものではありません。 
※本事業の健診内容等の実施方法と写真イメージとは関係がありません。 
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     妊婦健康診査受診券における助成額  （単位：円） 

回数 1回目 2回目 3回目 4回目 5回目 6回目 7回目 

新 20,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 

旧 8,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 

回数 8回目 9回目 10回目 11回目 12回目 13回目 14回目 

新 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 

旧 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 

 
 

 

右記※印参照 
 

総 額 

※旧制度ではＨＴＬＶ―１検査でしか利用
できなかった受診券（2,290円）が、新制
度では妊婦健康診査の範囲における検査の
補助券として（5,000円×３枚分）利用可
能となります。 
（各回の受診券との併用も可能です。） 
 
【使用例】 
・７回目妊婦健康診査 
受診券（5,000円）＋補助券（5,000円）
を利用 

 
新 

 
5,000 

 
5,000 

 
5,000 

 
100,000 

 
ＨＴＬＶ―１検査のみ 

 
総 額 

 
旧 

 
2,290 

 
62,290 



【事業概要】（該当ページ：７ページ 番号：13 所属課：学校教育課） 

26年度より小学校５・６年生、中学校１年の全学級
を35人以下の少人数学級編成とし、子どもたち一人
ひとりにきめ細やかな指導を実現するために、市独
自で教員を任用して該当校に配置する。 

事業費  
8,305万5千円  

重点施策 
教育の向上 

※本事業の実施内容と写真イメージとは関係がありません。 

10 



【事業概要】 （該当ページ：７ページ 番号：14 所属課：学校教育課） 

専任の学校図書館司書を、概ね２校に１人配置し、図書の貸
出・返却、簡易レファレンス、読み聞かせ（小学校）、蔵書
点検などを学校の司書教諭及び図書担当者と連携して行う。 
25年度は2人を配置し４校で実施、26年度は1人増員し、3
人の配置により、６校で実施。 

事業費  
289万9千円  

重点施策 
教育の向上 

11 

※写真はイメージであり本事業内容とは異なる場合があります。 



基本政策 基本施策 番号 区分 事業名 事業概要 所属課 予算額 

安全で安心
な暮らしを
育む明るい
まちをつく
ります 

防犯対策 1 継続 防犯灯ＬＥＤ化補助事業  

自治会防犯灯の電気料金の低廉化や電球交換等の
省力化により維持・管理をしやすくするため、自
治会が実施する防犯灯のＬＥＤ化事業に対して１
灯当たり２０，０００円（補助率３分の２）を限
度として補助金を交付する。 

地域 
活動課 

2,000万円 

消費生活対策 2 新規 消費者月間啓発事業 
消費者月間である５月に、消費生活研究会による
廃油回収と、消費生活の啓発寸劇を市立文化会館
において実施する。 

地域 
活動課 

43万8千円 

危機管理と災害
時対策 

3 継続 
防災対策事業 
（地域防災計画の改訂） 

南海トラフ地震などの大規模災害に備え、防災・
減災対策の計画的かつ総合的な推進を図るため、
現行の地域防災計画を２６年度から２か年にわた
り改定作業を実施する。 

危機 
管理課 

965万7千円 

地震や治水対策
の強化 

4 継続 
建築物診断・改修補助事
業 

建築物の耐震改修の促進に関する法律の改正によ
り、不特定多数が利用する建築物、避難弱者が利
用する建築物の内、大規模な建築物の耐震診断が
義務化されたことに伴い、診断義務対象大規模建
築物の診断費の３分の２を補助する。 
（上限２，０００，０００円） 

建築 
指導課 

880万3千円 

11 

12 

重点 

重点 



基本政策 基本施策 番号 区分 事業名 事業概要 所属課 予算額 

便利で快適
なまちなか
をつくりま
す 

まちの顔づくり 

5 継続 小路中第１地区整備事業 

門真市第５次総合計画において、門真市再生の
「街づくり整備ゾーン」と位置づけられている小
路中第1地区の密集市街地の改善を行うことで、
北部地域の災害に強いまちづくりの実現を図る。 
２６年度は、道路と水路の改修を行う。 

まちづ 
くり課 

（まちづくり 

推進課） 

1億2,410万8千円 

6 継続 
石原東・大倉西地区整備
事業 

門真市第５次総合計画において門真市再生の「街
づくり整備ゾーン」と位置づけられている石原
東・大倉西地区の密集市街地の改善を行うことに
より、北部地域の災害に強いまちづくりの実現を
図る。 
２６年度は、公園整備、建替え促進を実施し、年
度末にまちびらきを予定している。 

まちづ 
くり課 

（まちづくり 

推進課） 

4,057万2千円 

7 継続 
北島地区土地区画整理事
業 

門真市第５次総合計画において門真市再生の「街
づくり整備ゾーン」と位置付けられており、第二
京阪道路沿道の計画的なまちづくりを進めるため
に、北島地区において土地区画整理事業を導入し、
良好な都市基盤の整備を行い健全な市街地形成を
図る。 
２６年度は、区画整理促進調査、まちづくり支援
業務を委託して実施する。 

まちづ 
くり課 

（まちづくり 

推進課） 

1,778万3千円 

8 継続 
幸福町・垣内町地区整備
事業 

門真市第５次総合計画において門真市再生の「顔
づくり」と位置づけられており、市民の貴重な財
産である市の土地を最大限に有効活用しながら市
民の誰もが誇りに思えるまちづくりの実現を図る
ため、幸福町・垣内町地区整備事業を実施する。 
２６年度は、老朽建築物等の除却及び公共用地の
取得を行う。 

まちづ 
くり課 

（まちづくり 

推進課） 

15億1,816万8千円 

9 継続 中町地区整備事業 

門真市第５次総合計画において門真市再生の「顔
づくり」と位置付けられており、市民の貴重な財
産である市の土地を最大限に有効活用しながら市
民の誰もが誇りに思えるまちづくりの実現を図る
ため、中町地区整備事業を実施する。 
２６年度は、道路整備工事、建替え促進を行う。 

まちづ 
くり課 

（まちづくり 
推進課） 

2億2,882万1千円 

11 

13 

重点 

重点 



基本政策 基本施策 番号 区分 事業名 事業概要 所属課 予算額 

便利で快適
なまちなか
をつくりま
す 

まちの顔づくり 

10 継続 
大和田駅周辺地区整備事
業 

門真市第５次総合計画において、道路・公園網の
充実と位置付けられており、駅前広場の整備によ
りターミナル機能の向上及び大和田駅への幹線道
路を拡充し、併せて駅周辺の密集市街地を改善す
るため、大和田駅周辺地区整備事業を実施する。 
２６年度は、まちづくり基本計画、土地利用計画
の策定を行う。 

まちづ 
くり課 

（まちづくり 
推進課） 

581万円 

11 継続 新橋町第２地区整備事業 

門真市第５次総合計画において門真市再生の「街
づくり整備ゾーン」と位置づけられており、門真
市駅周辺を市の玄関口にふさわしい魅力あるもの
とするため、新橋町第２地区整備事業を実施する。 
２６年度は、事業推進調査等を行う。 

まちづ 
くり課 

（まちづくり 
推進課） 

227万9千円 

12 継続 
コミュニティバス運行補
助事業 

コミュニティバス路線の運行に対し、運行経費の
一部を事業者に対して補助することにより、市民
の交通利便性を高める。 

まちづ 
くり課 

（まちづくり 
推進課） 

3,000万円 

13 継続 
小路中第１地区整備事業 
（小路中第１地区主要生
活道路整備事業） 

門真市第５次総合計画において門真市再生の「街
づくり整備ゾーン」と位置づけられている小路中
第１地区で整備された主要生活道路の延伸及びポ
ケットパークの整備を行うことにより、一時避難
空間の確保や消防活動困難区域の解消を図ること
ができ、北部地域の災害に強いまちづくりの実施
を図る。 
２６年度は、老朽建築物の除却を行う。 

まちづ 
くり課 

（まちづくり 
推進課） 

1億5,651万3千円 

14 継続 
泉町・松葉北地区整備事
業 

門真市第５次総合計画において門真市再生の「街
づくり整備ゾーン」と位置づけられている北部地
域の密集市街地の改善を行うことにより、北部地
域の災害に強いまちづくりの実施を図る。 
２６年度は、まちづくり基本構想と基本計画素案
を作成する。 

まちづ 
くり課 

（まちづくり 
推進課） 

6,156万5千円 

15 継続 大倉町地区整備事業 

門真市第５次総合計画において門真市再生の「街
づくり整備ゾーン」と位置づけられている石原
東・大倉西地区に隣接する延伸地区の密集市街地
の改善を行うことにより、北部地域の災害に強い
まちづくりの実施を図る。 
２６年度は、地権者に対して意識調査を行う。 

まちづ 
くり課 

（まちづくり 
推進課） 

352万7千円 

14 

重点 



基本政策 基本施策 番号 区分 事業名 事業概要 所属課 予算額 

便利で快適
なまちなか
をつくりま
す 

快適に暮ら
せる生活基
盤の整備 

16 継続 
し尿処理施設運営事業 
（希釈放流施設整備検討） 

下水道の普及を踏まえながら、し尿の「希釈放
流施設」の設置の可能性等を検証し、適正なし
尿処理体制、浄化センターのあり方等について
の検討を行っていく。 

環境 
政策課 

532万5千円 

17 継続 水路敷有効活用事業 

通行の安全性や利便性の向上を図るため、水路
敷を有効利用し自転車・歩行者道路等を整備す
る。 
２６年度は、第３水路の工事終了、北巣本城垣
水路の工事開始、第６水路の整備調査を行う。 

土木課 1億190万8千円 

18 継続 公共下水道長寿命化事業 
予防保全的な施設管理を前提として、施設の健
全度に関する点検・調査の実施により、計画的
な改築・長寿命化を推進する。 

公共 
下水道課 

3,770万円 

19 拡充 公共下水道整備事業 

総合計画の施策目標である「快適に暮らせる生
活基盤の整備」の実現に向け、公共下水道を計
画的に整備する。 
２６年度より任期付職員を採用し、整備の促進
を図る。 
人口普及率：（２３年度末）８１．９％  
      （２４年度末）８３．０％ 

公共 
下水道課 

23億8,230万円 

20 継続 水道管布設及び布設替事業 
安定した水道の供給を実施するため、市内各所
における更新業務を行う。 

水道局 
工務課 

（上下水道局
工務課） 

2億8,300万円 

21 継続 浄・配水場耐震化事業 

安定した水道の供給を実施するため、配水施設
の耐震化を行う。 
２６年度は、上馬伏配水場内の配水管整備工事
等を行う。 

水道局 
工務課 

（上下水道局
工務課） 

2億6,870万円 

15 

重点 

重点 



基本政策 基本施策 番号 区分 事業名 事業概要 所属課 予算額 

便利で快適
なまちなか
をつくりま
す 

道路・交通
網の充実 

22 新規 
自転車対策事業 
（サイクルラック設置事業） 

京阪電鉄大和田駅及び大阪市営地下鉄門真南駅
の放置自転車等禁止区域に放置された自転車等
による生活環境の悪化を解消するため、民間会
社との協働により市費を使わずに、サイクル
ラックを設置する。 

まちづ 
くり課 

（まちづくり 
推進課） 

0千円 

23 新規 橋りょう長寿命化事業 
橋りょう長寿命化修繕計画に基づき、橋りょう
の点検を定期的に実施し、長寿命化のための修
繕工事を計画的に行う。 

土木課 2,731万3千円 

24 継続 道路整備事業 

市民が安全で安心して快適に通行できるような
道路空間を提供するため、生活道路を中心に公
共空間を有効利用し、道路の再整備や改良を行
う。 

土木課 1,977万7千円 

25 継続 バスカード購入補助事業 

経過措置として、市内に居住する高齢者に対し
て、公共施設を巡回するコミュニティバス運営
会社のバスカード購入にかかる費用の補助を実
施することにより、公共交通サービスの充実に
繋げ、高齢者の外出の機会の創出、生き甲斐づ
くりや閉じこもり予防・介護予防を図る。 

高齢 
福祉課 

893万9千円 

16 



基本政策 基本施策 番号 区分 事業名 事業概要 所属課 予算額 

便利で快適
なまちなか
をつくりま
す 

住宅・住環
境の整備 

26 新規 
市営住宅維持管理事業 
（新橋市営住宅１期再整備
（移転）事業） 

新橋住宅再整備基本計画に基づき、既存民間
住宅を借り上げ、現市営住宅入居者の移転を
促すなど、今後の方向性を調査し検討する。 

営繕 
住宅課 

97万6千円 

27 新規 
市営住宅維持管理事業 
（新橋市営住宅２期耐震改修
事業） 

新橋市営住宅２期入居者の安全性確保のため、
同建物全体の耐震改修工事を行う。 
２６年度は実施設計、２７年度に改修工事を
行う予定。 

営繕 
住宅課 

1,314万7千円 

28 新規 
市営住宅維持管理事業 
（寿市営住宅再整備事業） 

寿市営住宅入居者の安全・安心な居住性の確
保を図るため、耐震構造計算を実施し、エレ
ベータの設置について検討する。 

営繕 
住宅課 

424万6千円 

29 新規 
市営住宅維持管理事業 
（市営住宅有効活用事業） 

本町市営住宅の空駐車場をコインパーキング
に、また、中庭を災害時の地域住民等の避難
地として有効活用する。 

営繕 
住宅課 

0千円 

30 新規 
建築行為に伴う狭あい道路拡
幅整備事業 

狭あい道路の解消を図るため、建築行為の機
会を捉え、当該道路の拡幅整備を行おうとす
る者に対して支援を行う。 
２６年度は、調査研究を行う。 

建築 
指導課 

3千円 

31 継続 危険家屋等対策事業 

崩壊の危険性がある建築物の除却工事に対し、
補助を実施する。 
木造・非木造住宅：補助率２/３（上限６００，
０００円）、木造・非木造集合住宅：補助率
２/３（上限１戸６００，０００円または２，
０００，０００円） 

建築 
指導課 

521万4千円 

15 

17 



【事業概要】（該当ページ：13ページ 番号：９ 所属課：まちづくり課） 

門真市第5次総合計画において門真市再生の「顔づく
り」と位置付けられており、市民の貴重な財産である
市の土地を最大限に有効活用しながら市民の誰もが誇
りに思えるまちづくりの実現を図るために実施する。 
26年度は、道路整備工事、建替え促進を行う。 

事業費 
 5億3,614万6千円 

（事業費には、平成25年度補正予算3億732万5千円を含む）  

道路整備工事 
建替え促進 

重点施策 
まちづくり 

※イメージ写真 

18 ※実際の整備後はイメージと異なります。 



【事業概要】（該当ページ：15ページ 番号：17 所属課：土木課） 

水路敷を有効利用することで、通行の安全性や利便性
の向上を図るため、自転車・歩行者道路等を整備する。 
26年度については、第3水路の工事終了、北巣本城
垣水路の工事開始、第6水路の整備調査を行う。 

事業費 １億190万8千円  

キーワード施策 
コンパクトシティ 

※実際の整備後はイメージと異なります。 19 



基本政策 基本施策 番号 区分 事業名 事業概要 所属課 予算額 

平和な社会
を育む共生
のまちをつ
くります 

男女共同参
画社会の推
進 

1 新規 
（仮称）門真市女性サポート
センター設置事業 

 「いきいきと男女がともに輝く男女共同参
画都市」の実現に向けた取り組みの拠点とな
る（仮称）門真市女性サポートセンター（男
女共同参画センター）を設置する。 
２６年度は、センター構想を確定させ、２７
年度を目途に整備する。 

人権 
政策課 

（人権女性政策課） 

3万8千円 

ワクワクす
る人や出会
いを育む文
化のまちを
つくります 
 

生涯学習 
環境の充実 
 

2 継続 
（仮称）市立生涯学習複合施
設建設事業 

地域とともにコミュニティを育む、文化・学
習の交流拠点として、図書館機能と文化会館
機能を併せ持つ（仮称）市立生涯学習複合施
設を開設するため、調査及び研究を行う。 
幸福町の土地確保の調整も並行して行ってい
く。 

地域教育 
文化課 

（生涯学習課） 

4千円 

3 継続 
市民プラザ運営事業 
（大規模改修） 

市民プラザの老朽化した外壁落下防止の改修
を行う。 
２５年度に、実施設計を行っており、２６年
度は、外壁改修工事を実施する。 

地域教育 
文化課 

（生涯学習課） 

9,514万8千円 

4 新規 
第二次門真市子ども読書活動
推進計画策定事業 

２０年３月に策定した第一次計画の検証を行
い、第二次の計画を策定する。 
２６～２７年度の２か年での策定を目指す。 

図書館 7万1千円 

5 新規 
図書館運営事業 
（図書館耐震改修） 

市立図書館の利用者の安全性確保のため、図
書館を含む新橋市営住宅２期耐震改修と併せ
て行う。 

図書館 539万5千円 

20 



基本政策 基本施策 番号 区分 事業名 事業概要 所属課 予算額 

ワクワクす
る人や出会
いを育む文
化のまちを
つくります 

市民スポー
ツの振興 

6 新規 
（仮称）門真市スポーツレク
リエーション大会事業 

市民のスポーツの振興、健康の増進を図るた
め、市民の誰もが気軽に参加でき、スポー
ツ・レクリエーション活動のきっかけづくり
となる（仮称）門真市スポーツレクリエー
ション大会を開催する。 

スポーツ 
振興課 

440万5千円 

7 継続 
（仮称）市立総合体育館建設
事業 

誰もが身近に利用しやすい生涯スポーツ推進
拠点をつくるため、（仮称）市立総合体育館
の２８年度開設に向け、２５・２６年度に基
本設計・実施設計を、２７・２８年度に建設
工事を実施する。 

スポーツ 
振興課 

1億93万3千円 

市民生活に
息づく文
化・芸術の
振興 

8 新規 
市民文化会館及び市民交流会
館運営事業 
（市民文化会館改修） 

２５年度に実施した劣化調査の結果により、
施設の外壁・配管・設備等の改修を実施する。 

地域教育 
文化課 

（生涯学習課） 

4,835万2千円 

9 継続 
音楽と活気のあふれるまちづ
くり推進事業 

市民が音楽等を楽しむ機会を増やし、門真市
の都市イメージの向上を図るため、ルミエー
ルホールやまちかど・まちなかにおいてコン
サートを開催する。 

地域教育 
文化課 

（生涯学習課） 

60万2千円 

地域文化の
保存と継承 

10 継続 

歴史遺産整備事業 
 ガイドボランティア講師 
 育成 
 茨田堤のシンポジウム開催 
 歴史街道へのマーキング  
 シート設置 

郷土の歴史遺産を後世に伝承するため、茨田
堤や旧街道・薫蓋クス等歴史遺産の資料を収
集・調査・研究し、歴史遺産の保護・保存と
周知・啓発を図る。 

地域教育 
文化課 

（生涯学習課） 

97万4千円 

21 

重点 



22 

【事業概要】 （該当ページ：21ページ 番号：７ 所属課：スポーツ振興課） 

誰もが身近に利用しやすい生涯スポーツ推進拠点をつ
くるため、（仮称）市立総合体育館の28年度開設に向
け、25・26年度に基本設計・実施設計を、27・28
年度に建設工事を実施する。 
 

事業費  
1億4,046万1千円 

（事業費には、平成25年度補正予算3,952万8千円を含む）  

重点施策 
まちづくり 

※実際の整備後はイメージと異なります。 



基本政策 基本施策 番号 区分 事業名 事業概要 所属課 予算額 

みんなで
困っている
人を助け合
う福祉のま
ちをつくり
ます 

高齢者福祉
の充実 

1 新規 

老人福祉センター等
運営管理事業 
（老人福祉センター
耐震化事業） 

老人福祉センターの耐震にかかる設計を２６年度に行う。２７
年度より工事を行う。 

高齢 
福祉課 

324万3千円 

2 新規 高齢者虐待防止事業 
年々増加する高齢者虐待（ＤＶも含む）に対し、困難事例等に
ついては法的に適切に対応する必要があることから、弁護士と
社会福祉士からのアドバイスを受ける体制を整備する。 

高齢 
福祉課 

6万9千円 

3 新規 
シルバー人材セン
ター就業先開拓事業 

シルバー人材センターへ事業を委託し、センターにおいて営業
経験等を有する者を１人雇用し、事業者等を積極的に訪問する
ことにより、高齢者の経験や技能等の活用に対する潜在的な需
要拡充させる。 

高齢 
福祉課 

491万円 

障がい者
（児）福祉
の充実 

4 新規  
こども発達支援セン
ター運営事業 

現在のさつき園・くすのき園の通所機能に加え、発達障がい児
への個別療育や、相談支援、保育所等訪問支援等の地域の障が
い児への支援機能を併せ持った施設として整備を行い、本市の
障がい児支援の中核施設として機能させる。 

福祉 
政策課 

（こども発達支援
センター） 

4,610万8千円 

5 継続 
成年後見制度利用支
援事業 

知的障がい者等判断能力が不十分な人については、本市在住者
に限定せず、居住地特例として、特例的に市外在住者も対象者
とするよう拡充する。また、報酬助成の対象者を明確にした上
で、助成額に基準を設ける。 

福祉 
政策課 

（地域福祉課） 

47万1千円 

6 新規 
障がい者基幹相談支
援センター運営事業 

障がい者（児）を対象とした相談支援の中核的拠点として、基
幹相談支援センターを設置し、総合的かつ専門的な相談業務、
権利擁護のための必要な援助等を実施し、関係機関とのネット
ワークを構築する。 

障がい 
福祉課 

116万9千円 

7 新規 
地域生活支援事業 
（福祉ホーム入所支
援事業） 

門真市外の福祉ホームに市民が入所した場合、ホームを運営す
る事業所に対して委託を行い、入所者の支援を図る。 

障がい 
福祉課 

11万円 

8 継続 

こども発達支援セン
ター運営事業 
（作業療法等訓練拡
充事業） 

知的及び発達障がい児に対して、作業療法士及び言語聴覚士に
よる訓練を行う。 

さつき園 
（こども発達支援

センター） 

292万円 

9 継続 
発達障がい児支援体
制整備サポート事業 

発達障がい児への支援に関する経験及び知識を有する臨床心理
士等を「サポートコーチ」として配置し、発達障がい児への支
援体制の検討・整備を行う。 

福祉政策課 
（こども発達支援

センター） 

102万円 

23 

重点 



基本政策 基本施策 番号 区分 事業名 事業概要 所属課 予算額 

みんなで
困っている
人を助け合
う福祉のま
ちをつくり
ます 

生活保障と
自立支援対
策 

10 新規 生活困窮者自立支援事業 

生活困窮者を早期に把握し、広く相談を受けるととも
に、生活困窮者が抱える課題を全体として受け止める
ために支援計画を策定する。 
法施行期日である２７年度に向け、２６年度において
は国のモデル事業を活用する。 

福祉 
政策課 

（地域福祉課） 

1,249万5千円 

みんなの健
やかな心と
体を育む健
康のまちを
つくります 

生涯を通じ
た健康づく
り 

11 継続 
保健福祉センター運営事業 
（外壁剥離防止及び防水工
事） 

保健福祉センターの外壁剥離等、外壁診断調査結果に
基づき剥離防止及び防水工事を年次計画により行う。 

健康 
増進課 

1,371万6千円 

保健活動の
推進 

12 新規 
健診・各種がん検診等事業 
（受診勧奨・クーポン再発
行） 

２１～２４年度に子宮頸がん、乳がん検診の無料クー
ポン券を配布した者に対し、個別に受診勧奨を行い、
前回、クーポン未使用者には再度クーポンを配布する。

健康 
増進課 

1,962万6千円 

病気の予防
対策の充実 

13 新規 
予防接種事業 
（成人用肺炎球菌ワクチン
助成事業） 

現在、任意の予防接種である高齢者肺炎球菌ワクチン
予防接種に対する公費助成を行う。 
２６年度は、制度設計を行い、１０月からの実施へ向
け補正予算で対応する。 

健康 
増進課 

0千円 

14 継続 
予防接種事業 
（風しんワクチン等公費助
成事業） 

妊娠を希望する女性とその配偶者を対象に、風しんワ
クチン等の予防接種に対する公費助成を行う。 
自己負担額は、男性１，５００円、女性３，０００円 

健康 
増進課 

550万1千円 

24 

重点 



【事業概要】  （該当ページ：23ページ 番号：４ 所属課：福祉政策課） 

現在のさつき園・くすのき園の通所機能に加え、発達障がい児へ
の個別療育や、相談支援、保育所等訪問支援等の地域の障がい児
への支援機能を併せ持つ障がい児支援の中核施設として市民プラ
ザ内に設置し、運営を開始する。 

事業費  
4,610万8千円  

水治療室 
スヌーズレンルーム 

（使う人のニーズによって、リラク
ゼーション・コミュニケーション訓
練等を促すことができる部屋） 

トイレ 園庭 

キーワード施策 

こども 

25 
感覚統合室 



基本政策 基本施策 番号 区分 事業名 事業概要 所属課 予算額 

人や環境に
やさしい美
しいまちを
つくります 

環境保全対策 

1 新規 リサイクルプラザ活性化事業 

市立リサイクルプラザは、ごみ減量化、環境啓発
の基幹施設であるが、施設の活用が不十分であっ
たため、各種環境イベントを開催し、活性化を行
う。      

環境 
政策課 

8万円 

2 継続 「もったいない」普及事業 

３Ｒ（ごみの減量、再利用、再資源化）など、地
球環境を意識した生活様式の浸透を図るため、
「もったいない」を意識した行動を体験していた
だく機会として、リサイクルプラザにおいて、も
のをメンテナンスして大切に使うことを学んでい
ただく講座などを開催する。  

環境 
政策課 

12万6千円 

環境美化活動
の充実 

3 新規 
地域猫不妊・去勢手術費補助
事業 

飼い主のいない猫による、ふん等の被害や迷惑を
未然に防止するため、地域猫活動を行っている団
体が行う、猫の不妊、去勢手術費用に対して、雄
８，０００円、雌１０，０００円を上限として、
費用の２分の１を補助する。 

環境 
対策課 

89万4千円 

うるおいづく
り 

4 継続 親水空間整備事業 

北島町の門真第９水路は、昔の面影を残す水路で
あるため、門真らしい特徴を活かしたまちづくり
を進める。 
２６年度は実施設計を行い、地域との協働による
維持管理の手法について水路整備調整会議におい
て検討を行う。２７年度から２９年度にかけて整
備工事を行う予定。 

土木課 837万円 

公園・緑地
ネットワーク
の充実 
 

5 継続 公園整備事業 

「門真市緑の基本計画」に基づき、市民に身近で
親しまれ、オープンスペースとしても活用でき、
緑化の推進にも資する都市公園の整備を進める。 
２６年度は、下三ツ島公園の拡張を行い、２７年
度当初に供用開始を予定するとともに、桑才市営
住宅跡地の活用について（仮称）東田町公園の整
備の検討と実施設計を行う。                    

土木課 3,746万3千円 

26 

重点 



基本政策 基本施策 番号 区分 事業名 事業概要 所属課 予算額 

いきいきと
したまちを
育む産業を
つくります 

多様なビジネス
の育成 

6 新規 
新規ビジネス創出支援事業 
（メイドイン門真） 

中小企業サポートセンターの支援体制の強化に
より、セミナー開催等による企業のグループ化、
事業プランの策定等の支援を行い、市内企業を
中心とした企業連携による新規ビジネスの創出
を図る。 
 

産業 
振興課 

562万8千円 

既存産業を活か
した産業活性化
環境の形成 

7 継続 
中小企業サポートセンター
運営事業業 

中小企業サポートセンターの運営（専門知識を
持つアドバイザーによる市内企業に対しての相
談、助言等）を委託により実施する。２６年度
においては、新規ビジネス創出支援事業等、中
小企業サポートセンターの機能強化を行う。 

産業 
振興課 

1,490万1千円 

8 継続 

中小企業サポートセンター
運営事業 
（中小企業サポートセン
ター耐震改修） 

中小企業サポートセンターの利用者の安全確保
を図るため、新橋市営住宅２期と合わせ、耐震
改修を行う。 
２６年度に耐震改修工事の実施設計を行う。 

産業 
振興課 

16万円 

27 

重点 
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【事業概要】 （該当ページ：27ページ 番号：７ 所属課：産業振興課） 

（中小企業サポートセンター運営事業） 
中小企業サポートセンターの運営（専門知識を持つアドバ
イザーによる市内企業に対しての相談、助言等）を委託に
より実施する。２６年度においては、新規ビジネス創出支
援事業等、中小企業サポートセンターの機能強化を行う。
（新規ビジネス創出支援事業） 
中小企業サポートセンターの支援体制の強化により、セミ
ナー開催等による企業のグループ化、事業プランの策定等
の支援を行い、市内企業を中心とした企業連携による新規
ビジネスの創出を図る。 
 

 
 
経営計画、販路拡大、販売拡大、新製品開発、 
資金繰り、社内教育、生産性向上、品質向上、コス 
トダウン、５Ｓ活動等お困りの事はありませんか？  
実務経験豊かな企業出身者のメンバーがお手伝いし 
ます。 
〈支援内容〉 
経営全般支援：経営計画策定、経営診断、事業継承など 
市場開拓支援：販路開拓、企業ＰＲ方法、 
        販売マッチングナビゲート 
収益向上支援：原価管理、省人化など 
品質改善支援：品質管理、ＱＣサークル活動、 
        ５S活動、作業標準など 
知的財産支援：出願、特許防衛策の指導 
技術・新製品開発支援：材料技術、新製品開発など  

アドバイザーは、企業ＯＢを 
中心に、販売、技術管理などの 
実務経験者２２名で構成しています。 

 

ステップ２（Ｓｔｅｐ） 

現状脱皮と加工プロへの育成 
 

〇 コラボ   技術継承 
          顧客移譲   廃業予定 

   販路開拓、技術開発など 

（コラボ団体、産技研・・・・） 

  〇 商談会、交流会 企業紹介 工場見学 

  〇 経営支援（経営、生産、販売、技術など） 

  〇 補助事業 セミナー開催 拡販事業  

   〇 オープンイノベーション申請・登録 

マッチング活動 

 参考：東大阪市「ロダン２１」 

（異業種交流、共同受発注の仕組み） 

    

  

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

門真ネットとの連携 
 

平成２４年度 

 

 

 ステップ３（Ｊｕｍｐ） 

画期的な加工集団へ飛躍 
 

① 門真ブランドの実現 

② 門真発新製品開発“メイドイン門真” 

③ 省エネ・創エネ事業 

④ ＰＥ（プリンテッドエレクトロニクス） 

（パワーエレクトロニクス）の提案・実現 

⑤ ６次産業への進出 

例、ＬＥＤ植物工場、サービスロボット 

   参考：東大阪市「まいど 1号」 

      （人工衛星） 

 

匠 

ステップ１（Ｈｏｐ） 

現状調査 
 
〇 企業情報データベース構築 

〇 企業情報ネットワーク構築 

 例、金属加工Ｇ、電機関連Ｇ、 

    プラスチック加工Ｇ  

    紙、印刷、工芸Ｇ 

〇 国、市などの情報発信、指導 

（門真市ものづくり企業ネットワーク） 

 
平成２６年度 

カドマイスター 

平成２５年度 

※写真等は門真市中小企業サポートセンターホームページより抜粋。 

事業費 1,490万1千円 【中小企業サポートセンター運営事業】 

      562万8千円 【新規ビジネス創出支援事業】  

支援内容 

アドバイザーの構成 

重点施策 
産業の振興 



番号 区分 事業名 事業概要 所属課 予算額 

1 新規 計量器定期検査事業 

計量法に基づき、現在市職員が行っている市内事業
者の取引や証明に使用される特定計量器（はかり）
の検査について、委託化を行う。委託による実施は、
２７年度からを予定。 

地域活動課 0千円 

2 継続 イメージキャラクター活用事業 

門真市イメージキャラクター「ガラスケ」を活用し、
市のイメージアップを図るため、市内外の各種イベ
ントに参加する。 
効果的にＰＲを行うため、ポロシャツ等のグッズを
制作する。 

産業振興課 272万2千円 

3 新規 避難行動要支援者名簿作成事業 
災害発生時に自ら避難することが困難な高齢者の一
人暮らし世帯や障がい者等が、地域で安心して暮ら
せるように名簿を作成し、避難支援への活用を図る。

福祉政策課 
（地域福祉課） 

251万6千円 

4 拡充 
障がい者等支援給付事業 
（放課後等デイサービス事業対象者の拡充） 

重症心身障がい児に対して、放課後や長期休暇中に
おいて、生活能力の向上のために必要な訓練や支援
等をすることにより、継続した療育の提供、放課後
の居場所づくり及び保護者のレスパイト（休息）利
用を推進する。 

障がい福祉課 5,681万3千円 

5 新規 （仮称）門真市まちづくり条例制定検討事業 

門真市第５次総合計画に掲げる「便利で快適なまち
なか」の創出を図るため、実効性のある条例を制定
する。 
２６年度は検討委員会を開催し、調査研究を推進す
る。 

まちづくり課 
（まちづくり推進課） 

446万2千円 
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重点 



番号 区分 事業名 事業概要 所属課 予算額 

6 新規 
用排水路・一般下水道及び都市下水路維持管
理事業 
（桑才排水機場改修事業） 

浸水被害を軽減し、市民生活の安全安心に寄与する
ため、昭和41年4月に設置された桑才排水機場のポ
ンプ設備の更新を行う。 

土木課 6,264万円 

7 新規 
用排水路・一般下水道及び都市下水路維持管
理事業 
（二島制水門改修事業） 

農業用水、浄化用水の確保及び浸水対策を図るため、
昭和26年4月に設置された二島制水門の樋門改修を
行う。 

土木課 1,063万1千円 

8 新規 
用排水路・一般下水道及び都市下水路維持管
理事業 
（小路町地内水路改修事業） 

小路町地内水路について、貯留機能を確保するとと
もに水路の再整備や改良を行う。 

土木課 404万7千円 

9 継続 
用排水路・一般下水道及び都市下水路維持管
理事業 
（門真第８水路浚渫事業） 

門真第8水路について、環境基準を超えたダイオキ
シンが、底土の一部から検出されており、これらを
適正に除去し、処理をする。 

土木課 584万7千円 

10 新規 地方公営企業法適化支援事業 
地方公営企業法の適用を行うために、法適化基本方
針の検討、固定資産調査・評価、法適化に伴う事務
手続き及びシステム構築を行う。 

公共下水道課 1,010万7千円 

11 継続 
給食運営事業 
（中学校給食棟改修） 

ドライシステムによる給食調理場の運営を行うため、
第五中、第七中の給食棟の建て替えを実施する。 

教育総務課 9,603万円 
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平成26年度事業の概要 

作成：総合政策部企画課・財政課 

電話：06-6902-5572（企画課） 

   06-6902-5869（財政課） 


